「MLA連携」の枠組みを探る：海外の文献を手がかりとして by 古賀, 崇
2 明治大学図書館情報学研究会紀要 No.2, 2011 
＜論 文＞ 
 
「MLA 連携」の枠組みを探る：海外の文献を手がかりとして 
 
 
古賀 崇 
 
 
「MLA（博物館・図書館・文書館）連携」について，M・L・A 個別の論点にとどまらず
幅広い環境・政策を射程に入れた議論につなげるための枠組みとして，下記 2 つを有益な例
として取り上げた。(1) 米国情報標準化機構の A Framework of Guidance for Building 
Good Digital Collections 第 3 版（2007 年）が提示する，「資料のデジタル化」に基づく枠
組み。(2) Encyclopedia of Library and Information Sciences 第 3 版（2010 年）が提示
する，図書館情報学の延長，あるいは他の領域との接続という観点での枠組み。 
 
 
 
はじめに 
  
このところ，日本国内で博物館（museum）・図
書館（library）・文書館（archives）の連携，略語と
しては「MLA 連携」に関する議論について目にす
る機会が多くなった1)。筆者自身も，「日本図書館情
報学会」においてこのテーマに関する著作集の編集
2)やシンポジウム企画3)に携わった経験がある。また，
日本ではどちらかと言えば「MLA 連携」の実践よ
りも議論が先行しているきらいがあるが，海外では
さまざまな観点で「MLA 連携」の実践状況を確認
することができる4)。「MLA 連携」をめぐるさまざ
まな実情や課題については先行する著作に譲るが，
筆者自身として確認しておきたいのは，どのような
「枠組み」のもとで「MLA連携」を設定できるか，
という点である。これは，単に「MLA 連携」をこ
の3種の「館」の組織・機能・運営をめぐる問題―
この観点での，「MLA連携」に対する異議について
も実際は無視することはできないのだが―にとどめ
るのではなく5)，MLAをとりまくより広い環境・政
策を射程に入れた議論につなげたい，という考えに
よるものである。 
                        
2011年１月25日受理 
こが たかし 京都大学附属図書館研究開発室 
 本稿ではこうした観点から，「MLA連携」の枠組
みについて主に海外の具体的な文献に依拠しつつ，
論じることとしたい。具体的には，(1)「資料のデジ
タル化」に基づく枠組み，および(2)図書館情報学の
延長，あるいは他の領域との接続という観点での枠
組み，について紹介を試みる。 
  
1. 「MLA 連携」の枠組みの例示 
 
1.1 「資料のデジタル化」を中心とした枠組み 
「MLA 連携」の契機のひとつとして挙げられる
のは「所蔵資料のデジタル化」であり，「デジタルア
ーカイブ」といった名称で，MLA を横断するかた
ちでの「デジタル化された資料」の管理・公開が進
められている。こうした「資料のデジタル化のもと
でのMLA 連携」を考える上で大いに参照の価値が
あるのは，A Framework of Guidance for Building 
Good Digital Collections（優れたデジタル・コレク
ション構築のための指針の枠組み）という報告書で
ある。これは 2001 年に初版が発行され，第 2 版は
2004年，最新の第3版は2007年に公表された。ま
た第 1 版は米国博物館・図書館サービス機構
（Institute of Museum and Library Services: 
IMLS），第 2 版以降は米国情報標準化機構
（National Information Standards Organization: 
NISO）が発行主体となっている。第 2 版はすでに
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筆者が紹介しているが6)，本稿では第 3 版7)（以下，
NISO Frameworkと略記）を取り上げる。 
 この NISO Framework は，MLA にわたる「デ
ジタル・コレクション」の構築・管理に関し，欧米
を中心とした「ベスト・プラクティス（優れた実践
例）」を集積・紹介したものとして位置づけられる。
具体的内容としては，「コレクション」「オブジェク
ト（資料）」「メタデータ」「イニシアティブ」の 4
つの大きな枠組みを提示し，その中で「優れたデジ
タル・コレクションに求められる要素」を示しつつ，
各要素に沿った「ベスト・プラクティス」を紹介し
ている。このNISO Framework での各要素は表1
に示す通りであるが，大まかにまとめると以下のよ
うになる。 
 
表1  A Framework of Guidance for Building Good Digital Collections第3版における各要素 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
◆ コレクション 
(1) コレクション構築方針を，デジタル化作業の前に策定する。 
(2) コレクションの記述を，利用者がそのコレクションの特徴を確認できるようなかたちで行う。 
(3) コレクションを，そのライフサイクル全体にわたって管理する。 
(4) コレクションへのアクセスに不当な制約を課さない。 
(5) コレクションに関する知的財産権を尊重する。 
(6) コレクション利用状況などのデータを提供する仕組みを整える。 
(7) 相互運用性がある。 
(8) 職員と利用者のワークフロー（コレクションの扱いの流れ）と合致する。 
(9) 長期間にわたり持続性がある。 
 
◆ オブジェクト 
(1) 現在と将来の利用に堪えるフォーマットを採用する。 
(2) 保存が利く。 
(3) ローカルなコンテクスト（もともとの作成上の文脈）を離れたところで意味を持ち，また利用できる。
(4) オブジェクトのありかを指し示す，唯一無二で安定した識別子のもとで「名付け」を行う。 
(5) 資料の真正性を保証する。 
(6) メタデータをもつ。 
 
◆ メタデータ 
(1) コレクション，コレクションの利用者，個々の資料の用途（想定上の用途，現状での用途，将来の用
途）にとって適切なメタデータを整備する。 
(2) 相互運用性を保障する。 
(3) 典拠コントロール，内容標準を運用する。 
(4) デジタル資料の利用条件に関する記述をメタデータの中に含める。 
(5) 長期間にわたるコレクション管理を支援する。 
(6) メタデータ自身の品質を保証する。 
 
◆ イニシアティブ 
(1) プロジェクトの組織・計画段階を充実させる。 
(2) 専門家を含めた適切な人材の配置・管理を行う。 
(3) プロジェクトのマネジメントにおいて，ベスト・プラクティスを参照する。 
(4) 評価計画を策定する。 
(5) マーケティング戦略のもと，イニシアティブの進展とアウトカムに関する幅広い情報発信を行う。 
(6) デジタル・コレクションと関連サービスに関するライフサイクル全体を意識する。 
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・ コレクション：デジタル・コレクションの構築・
管理や利用に関する方針をめぐる要素が示され
る。 
・ オブジェクト：デジタル・コレクションのなか
の個々のオブジェクト（資料）に関する要素が
示される。 
・ メタデータ：個々の資料およびコレクションの
単位で付与され，これらの管理や利用に必要な
メタデータに関する要素が示される。 
・ イニシアティブ：デジタル・コレクションの適
切な管理に必要な人員配置，評価，持続性保証
などに関する要素が示される。 
 
NISO Framework での記述内容について，いく
つか例を示す。 
・ 「オブジェクト」の「(1)現在と将来の利用に堪
えるフォーマットを採用する。」の要素について，
ベスト・プラクティスとして取り上げられたの
はテキスト・静止画・動画などの各種フォーマ
ットを紹介した“Sustainability of Digital 
Formats”（米国議会図書館）8)や“Global Digital 
Format Registry”（ハーバード大学図書館など
の共同プロジェクト）9)というサイトであるが，
いずれも現時点では更新を止め，歴史的参照
（historical reference）のためにのみサイトが
維持されている模様である。また NISO 
Framework の本文においても種類ごとのフォ
ーマットの解説や参考資料が，一覧表としてま
とめられている。 
・ 「メタデータ」については，各要素の説明の前
に「データの構造（例：MARCのフィールド一
式）」「データの値（例：米国議会図書館件名標
目表（LCSH））」「データの内容（例：AACR）」
「データのフォーマットや技術的相互運用
（例：MARC21）」に関する各々の標準の概略
を説明する。その後，「(1)コレクション，コレ
クションの利用者，個々の資料の用途にとって
適切なメタデータを整備する。」の要素の中で，
M･L･A それぞれに関連するメタデータ・スキ
ーマとその解説・参考資料が，やはり一覧表と
して掲げられている。 
NISO Framework での記述について，筆者なり
にイメージとしてまとめ直したのが図1である。こ
こでのポイントは，一つひとつの「オブジェクト（資
料）」だけではなく，ひとまとまりの「コレクション」
に対しても目録などの「メタデータ」が付与されう
る，ということである。これを通じて，コレクショ
ンについての目録のデータベース，あるいは資料そ
のものを見られるようにしたデータベースもつくら
れる。このデータベースないしデジタル・コレクシ
ョンを包含するための大枠として「イニシアティブ」
が位置づけられる，というわけである。 
 NISO Frameworkは2007年のものであり，そこ
で取り上げられた「ベスト・プラクティス」は必ず
しも現時点で通用するものとは限らないだろう。と
は言え，表1に掲げた各要素や，図1のようにまと
められる枠組みは，MLA にわたる現在および将来
の「デジタル・コレクション」の管理・活用に関し
てなお有効なものと考える10)。特にここでの枠組み
は，単に技術的側面を先行させるのではなく，長期 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図1 A Framework of Guidance for Building Good Digital Collections第3版における 
枠組みの図示（古賀による） 
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古賀：「MLA 連携」の枠組みを探る 5 
間にわたる「コレクション」の管理や利用保証にも
目を向けている，というのがポイントと言える。 
 
1.2 「図書館情報学事典」にみる連携の枠組み 
 もうひとつ，「MLA連携」の枠組みとして参考と
なるものを紹介したい。それは，図書館ないし図書
館情報学の枠を超えて幅広い文脈で情報・文化を捉
えようとする図書館情報学事典として，2010年に刊
行されたEncyclopedia of Library and Information 
Sciencesの第3版（全7巻）である（以下，この事
典をELIS，その第3版をELIS3 と略記する）11)。 
ELISはもともと，Encyclopedia of Library and 
Information Science（最後のScienceが単数形にな
っていることに注意）の名で1968年～2003年の長
期間にわたって全 73巻におよぶ第 1 版が刊行され
12)，続いて 2003 年に全 4巻の第 2 版（こちらも表
記は Science）が著された13)。こうした以前の版に
おいても図書館だけでなく博物館・文書館等に関連
する項目は少なからず見られたが，第3版では編集
体制が一新され，「MLA連携」をより意識する方向
で内容がまとめられ，全565項目が収録された。な
お，ELIS は第 1 版から各項目に多くのページが割
かれることが多く，単なる事典というよりも「レビ
ュー」に近い性質をもちあわせると言える。また，
項目ごとに執筆者とその所属や引用・参考文献一覧
も明記されている。 
ELIS3の編集方針については，この版の「まえが
き」，および編者による個別の論考に記されているが，
「まえがき」の内容をまとめると以下の通りとなる
14)。まず，ELIS3の編集にあたって，従来の書名の
うち最後のScienceを複数形のSciencesに改めたの
は，関連する多様な「情報領域（information 
disciplines）」をも扱う意図のため，と説明している
15)。具体的には，アーカイブズ学，書誌，ドキュメ
ントおよびジャンル（genre）の理論，情報学
（informatics），情報システム，ナレッジ・マネジ
メント，図書館情報学，博物館学，記録管理（records 
management），情報に関する社会科学（social 
studies of information）といった領域が含まれると
している。また，これらの領域に共通するのは「文
化的な記録（cultural records）」を扱っている―と
言っても狭義の「文化」に限られず，ビジネス，政
府，教育，日常生活といったところから生まれる記
録を含む―点であり，ELIS3 の編集にあたっては，
こうした情報と「文化的記録」に関連する学問領域
の広がりを意識した，と説明している。 
また，編者として ELIS3 のねらいとして挙げて
いるのは，図書館情報学，博物館学，アーカイブズ
学などの「情報領域」が融合（convergence）の方
向に向かいつつある，という現状を反映させるとい
う点である。編者曰く，もともとこれらの領域は別々
に発展しており，相互交流の機会は比較的少なかっ
たが，近年の融合の背景としては以下のようなもの
が挙げられる。ひとつは，「記録される情報のデジタ
ル化」が進展し，各領域の専門職にとってこの「デ
ジタル化」をめぐる課題は共通・融合している，と
いう点。もうひとつは，情報や文化遺産に対する社
会的関心が近年高まっていることに伴い，理論面・
研究面でも，各領域が「互いに学び合い，貢献でき
る」との認識が生じている，という点があるという。 
こうした ELIS3 編集の趣旨や背景は，編者によ
る別の論考でより詳しい説明がある16)。ここでは，
ELIS3で扱う「情報領域」は，技術志向のコンピュ
ータ科学の要素を含むものの，それのみには収まら
ない「利用者のニーズ」を意識しているという点，
また「情報領域」が人文科学・社会科学・自然科学
それぞれとのつながりを持ちうるという点などが論
じられている。 
 ELIS3 の中でとりわけ「MLA 連携」の枠組みを
考える際に有益と思われるのは，同書における
Topical Table of Contents（主題ごとの項目もくじ）
である17)。ELIS3ではアルファベット順の通常の項
目もくじも当然用意されているが，Topical Table of 
Contents は主題に沿って各項目の位置づけを整理
する枠組みと位置づけられるものである。具体的に
は，表 2 に掲げた 11 の枠組みが用意されており，
この中でELIS3中の項目が配置されることになる。
ELIS3 の編者としては，MLA やそれを越えたとこ
ろにある「文化的記録」に関する各要素はこの 11
の枠組みの中に位置づけることができる，との意図
をもっていると言えよう。また ELIS3 の読者にと
っては，こうした枠組みを通じ，MLA や他の関連
機関・関連領域における情報や資料の管理，組織化，
サービスなどについて，共通点・相違点を見出し考
察する契機になるものと考える。 
 なお付言すると，ELIS3の特徴のひとつに，各国
におけるMLA の実情をまとめた項目が設けられて
いる，という点がある（表2中の「10. 国ごとの文
化的機関・文化的情報源」が該当）。ELIS3 の編者
は，ラテンアメリカや近東地区などいくつかの漏れ 
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表2 Encyclopedia of Library and Information Sciences第3版におけるTopical Table of  
Contents（主題ごとの項目もくじ。斜体で記した各項目の紹介や注釈は古賀による） 
 
 
 
1. 情報関連の領域と専門職 
  <1>一般的な領域：図書館情報学，博物館学，アーカイブズ学，出版学など。 
 <2>領域ごとの専門的事項：<1>で挙げた領域（一部例外あり）ごとに専門的事項を位置づける。「図書
館情報学」であれば公共図書館論，大学図書館論など。 
 <3>認識論的領域：人工知能，教育工学，レトリックなど。 
 <4>職業面の進路と教育：M・L・Ａなどの領域ごとに進路と教育を説明する項目。 
2. 概念，理論，アイデア 
 <1>主要な概念：書誌コントロール，情報，知識など。 
 <2>理論，モデル，アイデア：分類理論，情報リテラシーなど。 
3. 研究領域 
 <1>横断的専門領域：「言語学と情報学」「哲学と情報学」など。 
 <2>研究上の専門領域：情報の組織化と記述，情報検索，法的・倫理的事項などの領域ごとに各項目を
位置づける。 
4. 機関：「文化的記録」を扱うさまざまな機関ないし組織について扱った項目。「9. 団体」とは区別され
る。 
 <1>一般的な機関：図書館，博物館，文書館。また機関リポジトリなど「デジタル上の機関」に関する
項目も。 
 <2>機関の種類：M・L・Aごとに各種類（公共図書館，大学図書館など）を位置づける。 
 <3>著名な機関：米国議会図書館，大英図書館など。 
 <4>付随的な機関：美術館，書誌ユーティリティなど。 
 <5>コレクション：企業による芸術コレクション，貴重書コレクションなど。 
5. システムとネットワーク 
<1>情報システム：OPAC，検索エンジンなど。 
 <2>ネットワークと技術的要素：ネットワーク管理，セマンティック・ウェブなど。 
6. 文献，ジャンル，ドキュメント：ここでの「ドキュメント」とは，資料組織などに関する標準・規則
類を指す。 
 <1>文献：児童用文献，灰色文献など。 
 <2>一般的情報源：フォークソノミー，マークアップ言語，図書館のための情報技術標準など。 
 <3>著名な情報源：AACR，DOI，XML，デジタル・ミレニアム著作権法（米国）など。 
7. 専門的サービスと活動 
 <1>情報源の評価と収集：博物館・文書館における収集，デジタルコンテンツの利用許諾など。 
 <2>組織運営と財政：博物館・文書館の運営，図書館での資金調達など。 
 <3>情報源の組織化と記述：目録作業，博物館・文書館でのドキュメンテーションなど。 
 <4>情報源の管理：M・L・Aにおける保存，電子情報源の管理・保存など。 
 <5>利用者サービス：レファレンス・サービス（文書館に関するものも），情報リテラシー講習など。 
8. 「文化的記録」の利用者 
 <1>一般的事項：インターネットと公共図書館の利用，読書関心など。 
 <2>特定の集団：日常的な情報探索，年少者・高齢者の情報ニーズと行動など。 
 <3>主題領域：生命科学，ビジネス，歴史，特許等の文献とその利用者について解説する項目が該当。
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（表2 続き） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
はあるものの，ヨーロッパとアジアの諸国について
は十分な数の項目を確保でき，総計で 30 以上の国
に関する項目を収録できた，と自己評価している18)。
日本のMLAについては，高山正也（国立公文書館），
宮部頼子（立教大学），小泉徹（立教大学図書館），
波多野宏之（駿河台大学）の各氏による共著として
項目がまとめられている19)。 
 
1.3 まとめ 
 以上の2つの枠組みについて簡単にまとめるなら
ば，NISO Framework は「デジタル・コレクショ
ン」を前提とした実務的観点での「MLA 連携」の
枠組みとなりうるものである。一方，ELIS3は実務
的観点も含まれるものの，理論面・研究面の観点が
より色濃く示されている。いずれにしても，「デジタ
ル・コレクション」であれ「文化的記録」であれ，
M・L・Aそれぞれの個別の考え方や技法を越えて，
共通した課題や機会が存在することを理解するのに
寄与するものではないだろうか。 
 
おわりに 
 
本稿を締めくくるにあたり，少々蛇足めくが確認
しておきたいのは，「MLA連携」と一言でいっても，
実際にはどのレベルでの「連携」が求められるかの
判断が求められる，という点である。具体的には表
3に示すような「間接サービス」「直接サービス」「マ
ネジメント」というレベルを想定できるであろう。
また，上述した2つの情報源や枠組みにも，これら
のレベルに即した連携を考え，また実行するための
ヒントが示されているものと思う。もっとも，「デジ
タル・コレクション」ないし「デジタルアーカイブ」
は，間接サービスと直接サービスの両面で「MLA
連携」を図る取り組みとも位置づけられよう。最も
慎重な対処が求められるのは「マネジメント」に関
するところである。ここでは，組織のあり方を「MLA
融合」というところまで持って行くことが可能か，
またそれが望ましいと言えるかどうか20)。あるいは
MLAの「親機関」である自治体や大学などの方針・
政策，ひいては国レベルの方針・政策をどこまで確
立できるか21)，というところが論点となるだろう。 
そうした中で，何より日本の現状において取り組
む必要があるのは，MLA における人のつながりや
交流ではないか，と考える。これは本稿冒頭で触れ
た日本図書館情報学会でのシンポジウムでも論じら
れた点であるが22)，「隣接領域で現在はたして何をや
っているのか，何が問題になっているか」というこ
とを，「人のつながりや交流」を通じて知ることが，
重要な点と言える。それによって，M・L・A で個
別の課題と言われてきたものが実際は共通の課題で
あるとの認識が生まれるだろうし，MLA を包含し
さらにより広い枠組みでの実践や政策を確立するこ
とにつながるのではないだろうか23)。本稿での記述 
 
表3 「MLA連携」のレベルとして想定されるもの 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
9.  団体：「国際図書館連盟（IFLA）」「アメリカ図書館協会（ALA）」「国際アーカイブズ評議会（ICA）」
などの団体に関する項目が該当。 
10. 国ごとの文化的機関・文化的情報源：MLA について各国の事情を紹介した項目が該当。日本の項目
も含まれる。 
11. 歴史：M・L・A それぞれの歴史，また本・紙・フィルムアーカイビングや，MARC，「米国でのコ
ミュニケーション政策」などの歴史も含まれる。 
◆間接サービスの面 
・資料の受け入れ・管理・保存 
・資料の組織化 
・資料の検索，データベース構築     など
 
◆直接サービスの面 
・展示活動 
・人的・直接サービス提供：レファレンス など
・利用（者）教育            など
 
◆マネジメントの面 
・組織マネジメント：MLAの連携あるいは融合
・担当職員の配置 
・トップレベルの方針・政策       など
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や，本稿で紹介した 2 つの文献・枠組みが，MLA
の相互の理解，また「人のつながりや交流」に少し
でもつながれば，筆者としては何よりも幸いである。 
 
付記 
  
本稿は 2010 年 10 月 23 日に開催された 2010 年
度明治大学図書館情報学研究会シンポジウムでの発
表内容に依拠するものだが，そこでの内容をすべて
反映しているわけではないことをお断りしておく。
当日の内容は『明治大学司書・司書教諭課程年報』
No. 11に再録されており，また筆者による当日の発
表資料（スライド）は「京都大学学術情報リポジト
リ KURENAI」に掲載しているので24)，あわせて
ご参照いただければ幸いである。 
 なお，本稿は以下の助成による成果の一部である。
平成 22 年度文部科学省科学研究費補助金若手研究
(B)「図書館・文書館等における政府情報の保存・ア
クセスをめぐる比較制度的研究」（課題番号：
21700272，研究代表者：古賀崇） 
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